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5 2011年に一般社団法人日本川知W¥版協会が行った 1/1¥版契約に|見!する実態品ihJ(20日W4JJから 5JJにかけて'J!:施。 1"
答数105社)によれば、事r刊1締のうち、川Iftiによる//'，版契約を締結している'.'fIJ0は73%を超えており、このうちの8'，fll.i1 
くは出版権設定契約となっている。 <http://www.bunka.go.jp/bunkashingikai/kondankai tou/ denshishoseki/1l/ pdf / 
shiryo_ 4.pdf>(2013年9n 201 Jjij[{loli'(H必)
6 出版権は、書籍・岡UFJiの制党(t-Jに女11'1IiJfmな利川行為に 111~ られると併するのが、υ2; 、''1時の)5・え )jで‘ある。 JJllt ì守fJ' rr.-














































({ j 斐!品J.2007"1') 335 頁。三l山lf付俗t谷i三
オンラインでの，Il(-/出ilI版坂については、解釈上、出版権に含まれるとするのは無理がある。








総 統 ~}Phl坊の変化を中心にJ 217頁、福井健策「電子出版契約と権利処理J244頁が収録されている。このほかに、今村












































































13 田村・前掲注 (6)518 頁は、「著作物の伝述行為に携わる討の 11'でも、 Fめ"}千作総計とは日Ilfll~ に 1虫、'f. の村'rt平 11 を E泌めるほと































































































































15 筆者がiTunesMusic Storeの14:でのサービスIJfJ始rijに、アーテイストを州iするプロダクション 25+1:にアンケートを兆
施したところ、 iTunesによる i?):楽配{パに対して、 If氏側がjにM成」が 12%、lどちらかというと賛成」が48%であった。三t
藤和宏「ネットワーク1年代の{i:王!i狩・作物iビジネスの現状とその胤WiJI'M'ti1は，fjのものかワ，ijUi"H!:・ 2004"1') 181-185 i{。
16 リフロー 1\')，とは、使う機以や文'j-:サイズの設定守に応じて >>'J、される内科が変わるものをいう。 ~)j、フィックス'\リとは、
PDF形式のように文字句ーのレイアウト(配iFlやデザイン)がI，'il:..i.::されていて、その1，I;1:..i.::されたベー ジ'/'!似て'>>ぶされるもの
をいう。
17 最判平成13年6)J 28 1 L\~m 5 {!; 4リ837r{ [ nX:ill分 1:{I;" Ifi J は、に i\i!?の符{午物のWM~ UH'Iト幹'I!27条)とは、日Hf.の
著作物に依拠し、かっ、その>Jl1'，の本質的な特徴の1，;)--1'1:を縦十年しつつ、 lH本{ドj>>J}lに修1'、JW減、3t'1i^，~ を加えて、新
たに思想又は感情を自1)作的に 1~ .l}lすることにより、これに践する行がi況(f.の折刊物の>>.l}l 1'，の本質的な特徴を 11'(t在感 i~，¥する
ことのできる別の著作物を創作する行為をいう|と 'I~I) ノJ; している。
18 安藤和宏「アメリカにおけるミュージックベンプリング，Ui'必に|見lする---0'族(1)1知的!UJ!(法政策学研究22り(2009"ド)
201頁、同「アメリカにおけるミュージック・ザンプリング ，Ui'必に|見|する---0然 (2・光)I ?;I(1ドJは防法政策ρ'j-:liJf究23リ(2009
年)231頁、前田哲男=谷1)じ I'i"，"栄ビジネスの，lH'F縦，ij(符!'F縦Wti1センター・ 2008"1・)231-232氏、 lijlJlVi'リJ['(ti決エン

























































を受倣している場合、権利の譲渡人が受益的権利者として侵害訴訟を提起することができるとする (Cortnerv. Israel. 732 
F.2d 267 (2d Cir. 1984))。なお、 ~I:独占的ライセンシーは原告としての当事者適絡がない。





































































24 ドイツ法 32 条 1mにより、執行i'r，.は契約によって0.\2~ð れた宇h!酬が+11ぺなものでない場合、契約の $IH'.)j(こ対して、契約
を変更しておイli有にfl叶なる報酬をりえるようにい1.;むを求めることができる。また、 32a条により、介必された以立、I給付が、
著作者と相手方との関係を総合的にoi'，I!留すれば、，1'i'j/1・物の手IJJlJから1:.ずる収俗および平IJI.主に比してお:しく不均衡になったと
きは、相手方は、有1'1'，月一の求めに応じ、状況に応じた相汁なる.iJJ IJJIの平IJ自主分勺を ri'1/fi背に勺えるというう(!~(，J変IJ!に liiJti;する
義務を負う。いわゆるベストセラ一条J 'jと呼ばれるもので、契約の相 IT :;Jjが、 i~} られた収益や平IJ誌を Fはしていたか、ある
いは予見することができたかは川われなL、。制民的に片イ"FX'と平IJ川行の収絡がJ干しくィ、均衡になったときに、このmJ.ilは適
用される。上野・ iiHt¥il:(21) 12-15以。
25 フランス法では、;l，:f'1杭移転の丸IfIliはロイヤリティー による制酬をlJ;ilIlJとする(131の4条1!fj)o 1957作法で将人された
この強制ロイヤリティーfli伎は、 -M払いの縦酬と引き換えにl出f%i的利lifl'(のある将作杓iを子欣してしまうri'fl:行を守ること
を目的としている。ぉ:れ:{1は、ロイヤリティー による械酬によって、f'F.'，，¥のI"lj業(I(J成功の，臥.Il.(を叉けることができる。ただし、



























































27 独占的ライセンシーによる差止前求権の行使を1j")Eするものとして、中山・niHl;¥注 (6)473 .~~、 tJlIP ・lÌÍj尚注 (6) 383頁、
11¥村・前向注 (6)485頁がある。また、独占的利川許Hi契約において著作権者に侵害排除義務が謀されている場合に限って
的権者代位権の行使を肯定する説として、 i有林目白 Tt'il司(;著作権法j(有斐|刻、 2010年)201D!、W:田正夫=松任li改行編『著作
権法コンメンタール2巻jJ(諏訪野大) (動車i!?房・ 2009年)604頁がある。
28 東京地平IJ平成14年1月31日半1)例時報1818号165頁(トントゥぬいぐるみ'Ji件)では、「苫:作物の独占的使用許諾を得て
いる使用権者であれば、特許権における独占的通治・実IJlli権者と同様に、当該著作物の模倣品の販売等の侵害行為により直接
臼己の営業上の利益を害されることから、独占的使用権に法づく自らの利用を守るために、1.'作権者に代位して侵害者に対
して著作権に基づく差止請求権を行使することを認める余地がないとはいえない」と判示している。
54 
受けた者が考えられ、また、権利の対象としては、
利用許諾された著作物が考えられる。
現状では、出版者と著作者が締結する電子出版
契約は、著作者が出版者に対して、屯子出版に閲
する独占的利用許諾を与えるという内容が一般的
である。したがって、訴権付与アプローチは出版
者と著作者との契約関係を維持したままで電子書
籍の海賊版対策を図ることができるというメリッ
トがある。しかしながら、独占的な利用許諾契約
は出版契約に限られるものではないため、法改正
によってほかの分野の著作者や利用者に対して、
どのような影響が生じるかを慎重に検討する必要
がある。さらに特許権や意匠権といったほかの知
的財産権との平灰についても議論が及ぶ可能性が
あることから、短期的に実現することは難しいと
いう指摘がなされているヘ結論としては、権利
付与アプローチの実現にはかなりの時聞を要する
ため、現実的な選択肢にはなりにくいといえよう。
4.電子出版権アプローチ
著作権法の改正を行い、電子出版権という新た
な権利を設けることによって海賊版対策を行うと
いうのが電子出版権アプローチである。電子出版
権の創設により、著作者は、著作物を福子書籍と
して電子出版することを引き受ける者に対して、
電子出版権を設定できる。出版者は、世子出版権
に基づき、無断で著作物をインターネット等で配
信する者に対して、差l上請求や損害賠償請求する
ことカまできるようになる。
このアプローチのメリッ卜であるが、第一に、
従来続いてきた出版者と著作者との契約|剥係のド
ラスティックな変更が不要であることが挙げられ
る。これまで出版業界では、著作者は出版者に対
29 i中間まとめJ16真。
5 
して、出版権を設定し、その対価として著作物使
用料(印税)を受け取るというビジネス・モデル
を基礎として成立してきた。電子出版においても、
著作者が出版者に対して、電子出版権を設定し、
その対価として著作物使用料を受け取るというビ
ジネス・モデルは、従来の紙媒体のモデルと近似
しており、出版者・著作者ともに受け入れやすい
であろう。
第二に、一つの著作物に権利が重畳的に働くこ
とはないため、電子書籍の流通と利用の円滑化と
いう観点からも問題はない。この問題解決の目的
がインターネット上に蔓延する電子書籍の海賊版
を撲滅することにあることを鑑みると、著作隣接
権アプローチや著作権譲渡アプローチに比べて、
関係者に与える影響は最も少ない。また、著作者
は紙の出版権と電子出版権を別々の出版者に設定
することができるため、プラットフォーマーの多
様化にも柔軟に対応することができる。
第三に、著作物の電子出版に対して権利行使で
きるため、侵害者が新たに出版物等原版を組み替
えたとしても、差止請求や損害賠償請求すること
ができる点が挙げられる。著作隣接権アプローチ
の場合、出版物等原版の同一性が侵害要件となる
が、デッドコピーのみを権利侵害とした場合、出
版者の保護が卜分になされないおそれがある。そ
の点、電子出版権アプローチは原版ではなく、著
作物の同一性を侵害要件としているので、圧倒的
に優れている。
ただし、屯子出版権アプローチにはどのような
法制度を整備するのかという課題も残されてい
る。具体的には、権利の主{体本.客体や権利の内容、
材権権F主.手利lリl を有する者者.カか〉ら 2第布5三.主手宇朽者~庁f1f;;4への再m市tr
: 利を有する者が負う義1務労や当該権利の消減J前f白j求て可守等~i干~.: 
をどのようにt鼠綱長見!定するかという問l組泊である。現行
の山版権制度を参考にして、できるだけtr(:創Hな創
定を設けるべきであろう。権利の法定化は契約や
交渉にかかるコストを低下させる 30。契約当事者
の交渉に委ねるべきだという意見があるかもしれ
ないが、アメリカのようなエージェントがほとん
ど存在しない日本においては、情報の非対称性と
いう問題があるため、著作者に著しく不利な契約
が交わされるおそれがある。
もちろん、あらゆるケースを法律で規定するの
は不可能であるし、条文が複雑かっ冗長になって
しまうので、一定の限界はあるだろう。しかし、
電子出版権制度に基づいて、著作者の権利や公平
な利益配分に配慮した新しい電子出版契約書のひ
な形を関係者聞の協力によって作成すれば、契約
や交渉に要するコストの削減につながるだけでな
く、出版者と著作者との間で適正な利益を分け合
うことができるため、電子出版の健全な発展に役
立つものとなる 310
反対に、出版者と著作者との間で電子出版権設
定契約の締結が進まないようであれば、何のため
に新しい権利を創設したのかということになって
しまう。したがって、出版者と著作者が新しく創
設される電子出版権制度を正確に理解し、利用の
促進を図る必要がある。このアプローチに対して
は、多くの関係団体から電子書籍の流通と利用促
進及び効果的な海賊版対策の観点から、出版権設
定契約により権利が発生する電子書籍に対応した
出版権の整備の方策に賛成する意見が示されてい
るため、新しい制度が画餅に帰するおそれはない
と思うが、関係者のさらなる努力が期待されると
30 村瀬・自iHf.l注(10)169頁。
ころであるお。
m.むすびに代えて
前述したように、 2013年9月5日に文化審議
会著作権分科会の出版関連小委員会が「中間まと
め」を公表し、電子出版権アプローチを採用すべ
きであると結論を下している。したがって、今後、
この方向で法改正の準備が進められることにな
るだろうね。電子出版権アプローチはほかのアプ
ローチに比べると圧倒的に優れているため、選択
の余地はないと思っていたが、意外と著作隣接権
アプローチや権利付与アプローチを支持する学説
が多かったため、予断を許さなかった。結果とし
て、妥当なアプローチに落ち着いたといえよう。
法改正に加えて、喫緊の課題となるのが新しい
電子出版契約書のひな形の作成と標準的な印税率
の設定である。特に後者については、電子出版ビ
ジネスが成長過程にあるということもあり、出版
者が提示する印税率は一様ではない。たとえば、
レベニュー・シェアの場合、出版者が提示する数
字は 15~ 50%と幅広い。また、小売価格ベース
の場合でも、出版者が提示する印税率は標準小売
価格の 10~ 35%とかなり異なる。
電子出版の場合、紙代や印刷代、倉庫代、流通
費等が不要なため、出版者の利益率は紙の出版よ
りも格段に高い。したがって、紙の出版物をベー
スにした従来のビジネス・モデルにおける印税率
はまったく参考にならない。あくまでも電子出版
31 社団法人日本漫画家協会や日本美術著作権連合は、出版者が著作者の権利や公平な利益配分に配慮した新しい電子出版契
約占ひな形を作る努力をするのであれば、電子書籍に対応したtl¥版権の鐙備の方策を検討する余地もあるとする意見を示し
ているということである。「中閉まとめJ16頁。
32 I中間まとめJ16頁。
331m子書籍に対応した出版権を創設することにより、出版者の屯子出版を行う地位が法的に強固なものとなり、出版者が自
ら独占的に電子書籍を制作・配信するだけでなく、権利者として主体的に第三者と電子出版に係る契約交渉を行ったり、イ
ンターネット上の海賊版に対し権利行使することができるようになると考える。このことにより、著作者の利益の保護のも
と、出版者の権利と著作者の権利の調和が図られ、電子羽織の普及が促進される結果、ユーザーにとっても利用しやすい健
全な電子書籍市場の形成が期待され、ひいては、これまでの紙媒体の出版と相まって、我が国の多様な出版文化が更に進展し、
活力ある社会の実現に寄与するものと考える。」と結論づけている。「中閉まとめJ32-33頁。
56 
の収益構造をベースにして、合理的かっ適正な印
税率を設定すべきである。あまりに出版者が収益
を搾取するようであれば、出版者の機能を持つ電
子出版のエージェントの発達が促進され、強欲な
出版者は自然淘汰されてしまうだろう。また、公
平な利益分配がなされないと著作者の創作へのイ
ンセンティブが減少し、文化創作のサイクルが有
効に機能しなくなる。出版産業の健全な発展のた
めにも、関係者の真撃な議論を期待したし、。
付記 本稿は平成23年度科学研究費補助金(基
盤研究(C)I電子書籍の普及に向けた著作権法上
の法的課題の検討」による研究成果の一部である。
57 
